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（再掲）電力DX推進に向けた論点

出所）資源エネルギー庁「第2回次世代スマートメーター制度検討会」資料2

⚫ 第2回検討会において、電力DX推進に向けた今後の論点が提示された。

⚫ 本資料では、論点4～6について、これまでのWG資料や事業者ヒアリング結果等の弊社調査結果を整理し、ご報告する。
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論点4 次世代スマートメーターに期待される便益

✓ 本資料で報告する、次世代スマートメーターに期待される便益、および機能
追加に必要となる費用については、事業者提出資料やヒアリング調査結果
より三菱総研が推計したものである。

✓ 具体的な仕様が定まっていない項目も多いため、便益・費用ともに仮の仕
様を置いた上での推計値である。

✓ 今回、次世代スマートメーターの仕様案を協議するための参考情報として提
示するものであり、実際に導入・運用した場合の便益・費用とは異なる可能
性があることをご留意いただきたい。
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次世代スマートメーターの推進の意義と貢献が期待される役割

⚫ 本資料では、前回検討会で議論された、下記①～③の便益及び費用について推計している。

＜意義＞ ＜スマートメーターが貢献できる役割（機能）＞

② 再エネ大量導入・脱炭素化、系統全体の需給の安定化
（Aルート関連）

③ その他、需要家利益の向上

（Bルート関連等）

再エネ大量導入下における需要家への
電気の安定供給の確保

需要家サービスの向上
電力データの活用

※データフォーマットの統一・データ活用プラットフォーム構築等

価格シグナルへの適切な応動による
需給の安定化

需要家への多様なサービス提供
Bルートの品質向上、欠損対応

※Wi-Fiの搭載、Bルート向けとして有効電力量1分値を計量器に60分間保存

ガス・水道の共同検針によるシステム
コストの低減、需要家サービス向上

スマートメーターネットワーク経由でのガス・水道メーターデータの送受信
※Wi-Sun、U-BUS Air等規格への対応、仕様の統一等

有効電力量、電圧、無効電力量の高粒度データの取得（Aルートの品質向上）

※有効電力量、電圧、無効電力量の5分値を7日間計量器に保存

※粒度5分値～30分値、頻度5分毎～30分毎、Cルート提供時間10分～60分以内での検討

需要家の電気のライフライン
のレジリエンス強化

Last Gasp機能の搭載
※必要に応じて、計量器・コンセントレーターへの蓄電池等搭載

需要家の電気のライフラインのレジリエ
ンス強化・需要家サービス向上

遠隔アンペア制御機能の搭載
※遠隔で計量器（低圧）の電流値上限を変更することで設定値以上の利用を制限する機能

① レジリエンスの強化
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①レジリエンスの強化に関する便益・費用

⚫ 次世代スマートメーターにLast Gasp機能と遠隔アンペア制御を導入・活用することにより、停電の早期把握・解消や計画停
電回避の便益が生じる。

⚫ Last Gasp機能の活用による、停電の早期解消に関する便益（10年間）は660億～1,100億円と推計する。なお、 Last 
Gasp機能の搭載に係る費用は300億～600億円を見込む。

⚫ 遠隔アンペア制御機能の搭載活用による、災害時等の計画停電回避の便益（10年間）は1,350億～1,500億円と推計
する。なお、遠隔アンペア制御機能の搭載に係る費用は300億～500億円を見込む。

⚫ また、Last Gasp、遠隔アンペア制御の双方とも、定量的な便益に加え、需要家の方々に安心して電力を使用いただくといっ
た定性的な便益も期待される。

Last Gasp
機能の
搭載費用

【主な前提条件】

✓ 計量器・コンセントレーターに必要分の蓄
電池等実装。（上記費用はどちらも数分
程度の想定）

300億～600億円

遠隔
アンペア

制御機能の
搭載費用

300億～500億円

仕様追加による便益（10年間） 導入費用

停電の
早期解消の
想定便益

660億～1,100億円

計画停電
回避の
想定便益

1,350億～1,500億円
【主な前提条件】

✓ 120A以下低圧単相メーターへの搭載を
想定

✓ 災害時には面的な同時制御を実現する
（そのためのシステム・通信を用意）

【主な前提条件】

✓ 低圧需要家の停電時間が3～5%短縮可能と想
定し、停電していた場合の想定被害額を便益とし
て試算

【主な前提条件】

✓ 南海トラフ地震発生時の計画停電を想定し、低
圧需要家と高圧需要家（の一部）が計画停電
を回避できたとした場合の便益を試算

※ この他、需要家が契約電力量を変更した際の、出向作
業等の合理化が期待できる。



Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 6

Last Gaspに関する便益の考え方

⚫ Last Gaspとは、停電時に計量器より自発的にアラートを送信する機能であり、システム側でアラートを受信することで停電箇
所を早期に発見・対応することができる。※既存スマートメーターでも上位システムからの照会（ポーリング）により死活状況の確認は可能。

⚫ 停電箇所の早期発見により、停電時間の短縮や、地方自治体等との復旧作業に向けた連携強化等の便益が想定される。

⚫ 低圧需要家の需要家に対し、現状の平均停電時間の3～5%（平均1分30秒～2分30秒）停電時間を短縮できた場合
の便益は、660～1,100億円（10年間）と試算する。

現状：上位システムからのポーリングにより、停電状況を推定
Last Gasp：計量器からの自発的アラートで停電状況を把握

スマートメーターによる停電状況の把握

低圧電力需要
（2019年度）

停電短縮分
(1分30秒)

停電影響額
単価

停電影響額
（合計）

電灯 266,652百万kWh 760,993kWh 6,822円/kWh 52億円/年

電力 35,417百万kWh 101,076kWh 13,622円/kWh 14億円/年

合計 66億円/年

出所）資源エネルギー庁 ウェブサイト
https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/typhoon.html

＜2021年1月15日閲覧＞

停電時間短縮による便益

※電力需要は資源エネルギー庁「電力調査統計」電力需要実績（2019年度）より
※停電被害額単価はOCCTO「第4回電力レジリエンスに関する小委員会」資料3の

事前予告無しの被害額のうち夏・冬の平均値から試算

低圧電力需要
（2019年度）

停電短縮分
(2分30秒)

停電影響額
単価

停電影響額
（合計）

電灯 266,652百万kWh 1,273,395kWh 6,822円/kWh 87億円/年

電力 35,417百万kWh 169,134kWh 13,622円/kWh 23億円/年

合計
110億円/

年
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（ご参考）停電時間短縮に関する便益試算の前提

⚫ 直近10年間（2009年度～2018年度のうち東日本大震災影響の大きい2010年度を除く）の全国平均停電時間は約
50.3分。このうち毎年3分程度は作業停電が実施されるため、短縮効果があると想定される事故停電は47分程度である。

⚫ 停電被害額については、電力中央研究所や電力系統利用協議会（ESCJ）が調査結果を発表。今回は「予告なし」の停
電被害に相当するため、ESCJ調査のうち停電予告なしの場合の停電被害額を試算条件として使用している。

⚫ 2019年度低圧電力需要のうち、電灯需要を一般家庭相当、電力需要を低圧需要家相当（ESCJ調査では中小事業所）
とみなし、停電被害額を試算している。

年度
停電回数
（回/年）

停電時間
（分/年）

2009 0.15 14

2010 0.94 514

2011 0.22 79

2012 0.18 37

2013 0.16 16

2014 0.16 20

2015 0.13 21

2016 0.18 25

2017 0.14 16

2018 0.31 225

2010年度を除く
10年間の停電時間は
平均50.3分
(作業停電を除くと
47分/年程度）

全国の停電状況

出所)電気事業連合会「電気事業のデータベース」より三菱総研作成
https://www.fepc.or.jp/library/data/infobase/pdf/09_b.pdf
＜2020年12月7日閲覧＞

停電被害額の想定（円/kWh）

需要家種別 電中研調査
ESCJ調査
（予告あり）

ESCJ調査
（予告なし）

一般家庭 2,860円 5,158円 6,822円

低圧需要家 5,230円 1,433円 13,622円

高圧需要家 2,800円
2,199円 84,093円

特高需要家 1,600円

出所)電中研「需要家から見た供給信頼度の重要性と停電影響－国内需要家調査
および首都圏停電調査にもとづく分析－」より三菱総研作成
https://criepi.denken.or.jp/jp/kenkikaku/report/detail/Y06005.html
＜2020年12月7日閲覧＞

出所）ESCJ調査はOCCTO「第4回電力レジリエンスに関する小委員会」資料3より抜粋
夏・冬の平均値及び、コストに幅のあるものは最小値を記載
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Last Gaspのための蓄電池容量の考え方

⚫ Last Gaspは計量器が停電を検知した後に発報する仕組みのため、停電後にアラート発報するだけの蓄電機能が必要である。

⚫ また、無線マルチホップ方式の場合は計量器だけではなく、コンセントレーターにも蓄電機能が必要となる。

⚫ それぞれに求める蓄電容量/蓄電技術は達成されるべきサービスレベルによって異なるが、一般的には蓄電容量が増えると費用
も高額となるため、費用対効果を考えた設計が必要となる。

計量器

蓄電容量に
求める要件

停電検知から
Last Gasp発報、

他メーターの発報の中継
までに必要な電力量の確保

必要な
蓄電容量
・蓄電技術

数分程度
キャパシタ・コンデンサ等

※英国では停電検知後3分待機し
復旧がなければ発報するという仕様も存在

共同検針時には
停電後も数時間以上

機能維持を求める意見あり

コンセントレーター

①コンセントレーター自身のLast Gasp対応

②配下の計量器のLast Gasp中継

③停電後、長時間の中継機能の維持*
*コンセントレーター配下には別フィーダー（停電無し）の
計量器の存在も考えられるため

蓄電池等
（一次電池等）

①数分程度

②10分程度

③数時間程度
※米国では8時間程度が

一般的な蓄電容量

*1N方式の場合は、通信キャリア基地局が数時間～48時間程度の蓄電機能を具備している想定。
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（ご参考）海外でのLast Gasp採用状況

⚫ 英国・イタリア等の欧州各国や米国各地ので配電事業者のスマートメーターには、Last Gasp機能が実装されている。

⚫ メーターには数分程度のキャパシタ・コンデンサ等を実装することが一般的である。

⚫ 米国の配電事業者では、コンセントレーターに7～8時間程度の蓄電池を実装する場合があることがわかった。コンセントレーター
と接続するスマートメーターのフィーダーが異なる場合、コンセントレーターのみ停電するケースが考えられるため、そのような場合に
も停電復旧までスマートメーターへの中継機能を維持させることが、長時間停電補償を実現する目的である。

Last Gasp機能の実装例と、各国における採用状況

イタリア（Enel）の第二世代スマートメーター 国/地域名 Last Gaspを採用する主な配電事業者

英国 UKPN等

オランダ Alliander、Stedin等

イタリア Enel

米国イリノイ州 Com Ed等

米国カリフォルニア州 PG&E、SCE等

• UKPN（英国）のメーターは、停電後3分以内に復
旧が無ければLast Gaspを送信する仕様となっている。

• その他の国でもスーパーキャパシタが搭載され、25℃の
環境下で数分程度の放電時間が保持されるのが一
般的である。

• 米国の場合、コンセントレーターが停電した場合にも中
継機能を維持するために、コンセントレーターには7～8
時間程度の蓄電池等を搭載する傾向がある。

出所）Enel「Enel international experience in smart grid cluster and possible 
solutions for Russian market」（http://digitalsubstation.com/wp-
content/uploads/2017/12/007_20171129_Enel_MRSK_StPet.pdf）
＜2021年1月27日閲覧＞
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遠隔アンペア制御に関する便益の考え方

⚫ 東日本大震災では、東京電力パワーグリッド管内で、特別高圧・高圧需要家の節電依頼のみでは需給ギャップが解消できず、
のべ32回（1回あたり3時間程度）の計画停電が実施された。

⚫ 120A以下の低圧単相メーターに遠隔アンペア制御機能が搭載されることで、節電が促進され計画停電を回避することが期待
される。本試算では、南海トラフ地震被害を想定し、低圧需要家および高圧需要家の一部が計画停電を回避できた場合の
停電回避効果を便益として試算しており、その便益は1,350～1,500億円（10年間）と試算する。

大震災時の需給ギャップ（想定）

需給ギャップ量（万kW）

東日本大震災
(発生3日後の予測値)

南海トラフ地震
（発生2日後の予測値）

合計 1000万kW 2923万kW

計画停電実績・想定

東日本大震災 南海トラフ地震

延べ実施回数
3時間×32回

（1回当たり約500万kW
相当エリアについて実施）

約2.9倍と想定

実施日数 10日間 10日間（想定）

停電量
（推計）

同一時間帯の最大停電
容量：1,000万kW
総停電（節電）量：

47,400万kWh

約2.9倍と想定
(1,385.5百万kWh)

南海トラフ地震では東日本大震災の2.9倍の需給ギャップが
想定されていることから停電量も2.9倍と想定

出所）東京電力「震災後の電力復旧の状況と今後の見通し」https://www.hashimoto-
lab.iis.u-tokyo.ac.jp/selcas/html/event/20120210/20120210_02.pdf
出所）関西大学「南海トラフ巨大地震における中・長期的な電力需給ギャップ推計方法の一
試案」https://www.kansai-u.ac.jp/Fc_ss/common/pdf/bulletin004_15.pdf
＜いずれも2021年1月15日閲覧＞

計画停電回避による便益

低圧需要家は全数が計画停電回避の便益を計上
高圧需要家は、非発を所有しない約63%*の便益を計上

想定停電量
左表の電量想定を2019年度実績の比
率で、低圧電灯・低圧電力・高圧に分配

停電影響額単価
ESCJ調査のうち

事前予告ありの被害額

停電影響額
（合計）

低圧電灯 443百万kWh 5,158円/kWh 2兆2,854億円

低圧電力 59百万kWh 1,433円/kWh 843億円

高圧
316百万kWh

※
2,199円/kWh 1兆1,028億円

特高 （382百万kWh） ー ー

合計 3兆4,762億円

*日本内燃力発電設備協会が発表する非常用発電機設置台数から、高圧需要家への非発
設置割合を37%と推計

南海トラフ地震は今後30年の間に発生する確率が70～80%とされているため
10年間の便益は、3兆4,762億円×（70～80%）×1/3=8,111億～9,270億円。

更に需要家には使用電力量を1/6程度（例：60A→10A）に抑制する不便を許容
いただくことから、便益も1/6が妥当と考え、1,350億～1,500億円程度と考える。

注：実際には低圧需要家の節電による計画停電回避量等の詳細試算結果により計画停電
回避の要否が決定されるため、便益については上記のとおりとならない可能性があることに留意
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（ご参考）東日本大震災における計画停電の実績

⚫ 東日本震災後、東京電力管内では約500万kW単位で分けたグループ毎に3時間単位での計画停電を実施。

⚫ 3月14日～28日まで、延べ10日、32コマ（3時間×32回）実施した。（3月28日実施分のみ、500万kWを更に5グルー
プに分割し、そのうちの3グループ（300万kW相当）のみ計画停電を実施）

出所）東京電力「震災後の電力復旧の状況と今後の見通し」
https://www.hashimoto-lab.iis.u-tokyo.ac.jp/selcas/html/event/20120210/20120210_02.pdf

＜2021年1月15日閲覧＞
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②再エネ大量導入・脱炭素化、系統全体の需給安定化に関する便益・費用(1)

⚫ 次世代スマートメーターでは、有効電力量・電圧・無効電力量の高粒度データ（5分値の）の取得、データの送信容量の増
強などのAルートの品質向上を想定している。取得した5分値データの活用により、再エネ大量導入・脱炭素化、系統全体の
需給安定化に資する便益（10年間）は、「電力損失の削減」の効果として135億～270億円、「電圧の適正運用」の効果
として330億～540億円、「再エネ導入量拡大によるCO2排出削減」の効果として785～910億円、合計1,250億～
1,720億円の便益と想定する。

⚫ 本資料では、全需要家の10％のデータ（変圧器に1台程度の想定）を送る前提で試算をしたが、データの送信量によって、
便益や費用は変動すると考えられる。

電圧・無効
電力値・高
粒度データ
の取得/

Aルートの品
質向上
の費用 40億～60億円

250～500億円

Aルートの品質向上
（送信データ量の増加）

有効電力量・電圧・無効電
力量の高粒度データの取得

電力損失削減
の想定便益

135億～270億円

電圧等適正運
用

の想定便益

330億～540億円

CO2排出量
削減の
想定便益

785億～910億円

仕様追加による便益（10年間） 導入費用

【主な前提条件】

✓ 5分値の活用により、現状の配電系統損失（約5％と想
定）を約0.5～1.0%削減できたと想定し便益を試算

【主な前提条件】

✓ PV導入等により上昇傾向の配電電圧を適正化（平均約
0.5V程度）できたとして便益を試算（電圧制御機器等へ
の投資費用を除いている）

【主な前提条件】

✓ 電圧等適正運用により、約2GWの太陽光発電の接続拡
大が可能と想定

✓ 電力損失削減・電圧等適正運用による省エネ効果と合わせ、
同量の石炭火力発電の焚き減らしが可能と考え、そのCO2
排出量削減効果を試算

【主な前提条件】

✓ 有効電力量・電圧・無効電力量の5分値を
計量し、7日間保存

【主な前提条件】

✓ 上記5分値の10%程度をAルート送信に影
響のない形で収集しMDMSへ保存

✓ 欠損値の再取得やMDMS保存時のデータ
加工等は実施しない前提
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電力損失改善に関する便益の考え方

⚫ 第1回スマートメーター仕様検討WGでは、系統運用データの分析/最適設計により、電力損失量を2～5%程度削減した実
証結果が報告された。スマートメーターの5分値データ等を利用することで、更なる削減の可能性についても言及されている。

⚫ 2018年度の一般送配電事業者の平均電力損失率は7.5%程度*、今回対象となる高圧以下の配電系統ロスは約5%と
想定される。5分値データを組み合わせた分析により、電力損失量を0.5～1.0%削減可能と想定し、便益を試算している。

*電力・ガス取引監視等委員会「第44回制度設計専門会合」資料9より三菱総研試算

※2020年度OCCTO
需要想定より

×

送電端電力需要
（2024年度想定）

640,155
百万kWh

5.0%

配電系統ロス
（MRI想定）

0.5%

×

5分値データ
による削減効果

₌

電力損失削減量

約160百万
kWh/年

電力損失削減量

× 8.43円
/kWh

平均限界費用

※2019年度スポット単価平均

₌

想定便益
（単年度）

約13.5億円
/年

1.0%
約320百万
kWh/年

約160百万
kWh/年

約320百万
kWh/年

約27億円
/年
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（ご参考）早稲田大学/東京電力パワーグリッドによる実証結果

出所）第1回スマートメーター仕様検討ワーキンググループ資料2-1

⚫ データ分析/運用最適化により、地方系統：2.14%、都市系統：5.04%の電力損失削減効果を確認。
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電圧等適正運用に関する便益の考え方

⚫ 住宅用太陽光発電の普及により、上昇傾向にある配電電圧を適正化（可能な限り101V以下での運用）することによる、
省エネ効果を便益と考える。便益の1/2をSVR（配電用自動電圧調整器）等への投資と考え、試算結果から控除する。

⚫ 米国の事例の場合、電圧を3%低減することで約2.9%の省エネ効果があるとされている。今回、平均して0.5V（約0.5%）
の電圧低減効果があると考え、0.29～0.48%の省エネ効果があるものとし、便益を試算している。

×266,652
百万kWh

電圧等適正運用に
よる省エネ効果

× ₌

電圧等適正運用
による便益

（設備投資込み）

× 50%

設備費の控除

₌

想定便益
（単年度）

低圧電灯需要
（2019年度実績）

電圧等適正運用
による便益

（設備投資込み）

8.43円
/kWh

平均限界費用

※2019年度スポット単価平均

※SVR・LTVR等の電圧制御設備を想定

0.29%

0.48%

約65億円
/年

約108億円
/年

約65億円
/年

約108億円
/年

約33億円
/年

約54億円
/年
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（ご参考）米国実証プロジェクトにおける電圧等適正運用の効果

⚫ 米国エネルギー省（DOE）によると、AEP社の事例ではCVR（電圧等適正運用）の実証試験において、電圧を125Vから
120Vへ3~5%程度低減させた際、省エネ効果としては電力量としては約2.9%となっている。

⚫ また、ピーク需要の削減効果としても2~3%程度の削減効果があるという結果が報告されている。本資料上の便益試算では
考慮していないが、国内の配電系統においても、ピーク削減による便益はあると考えられる。

⚫ 日本は米国と比較し、インバーター搭載家電の比率が高いと想定されるため、省エネ効果は少し低くなる可能性がある。

出所）DOE「Voltage and Power Optimization Saves Energy and Reduces Peak Power」
（https://www.energy.gov/sites/prod/files/2017/01/f34/Voltage-Power-Optimization-Saves-Energy-Reduces-Peak-Power.pdf）

＜2021年1月15日閲覧＞

米国における電圧適正運用の実証結果



Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 17

（ご参考）電圧等適正運用による省エネ化仕組み

⚫ CVRによって電圧が下がると、電気温水器、オーブン、白熱球、蛍光灯のような負荷の電力量が下がるため、トータルの電力量は小
さくなる（インバータを搭載した家電や電子機器、エアコン等の消費電力量は変わらない）。

出所：Power System Engineering, Inc, ” Volt/VAR Control & 

CVR”,2013 ,閲覧日：2021年1月21日

負荷の特性に応じた電力量（P）の変化

定電力負荷

定インピーダンス負荷

定電流負荷

P=VI=V2 /Z

電圧（V）が小さくなれば、電流（I）が大きく
なり、電力量は変わらない（グラフの青線）

電圧（V）が小さくなってもインピーダンスは一定
であり、電力量は小さくなる。（グラフの黄色
線）

電圧（V）が小さくなっても、電流は一定であり、
電力量は小さくなる。（グラフのピンク線）

インバータエアコン、電子機器全般、分散型電源

電気温水器、オーブン、白熱球、ハロゲン球

溶接機、蛍光灯、水銀灯

トータルの
電力量は
小さくなる
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（ご参考）太陽光発電普及に伴う配電系統への影響

⚫ 住宅用太陽光発電等からの逆潮流が増加することで、配電系統の電圧が上昇することが懸念されている。

出所）資源エネルギー庁「第2回新エネルギー小委員会」資料4
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CO2排出量削減に関する便益試算の考え方

⚫ 電力損失削減・電圧等適正運用により、それぞれ省エネが実現されるため、合計717百万～1,300百万kWh/年の石炭火
力発電稼働を削減することが可能であり、CO2排出量削減に寄与すると考える。

⚫ また、配電電圧を適正に運用することで、太陽光発電の接続量が10%程度増加（約200万kWの増加と想定）し、その発
電量（約2,000百万kWh/年）についても同様に火力発電の稼働削減効果があると考える。

+

電圧等適正運用に
よる省エネ効果

約2,000百万
kWh/年+

電圧適正運用
による再エネ増加

火力発電の
稼働削減効果

電力損失削減
による省エネ量

× 0.7kg-CO2
/kWh

CO2排出係数
（石炭火力相当）

4,400円
/t-CO2×

CO2の
社会的費用

₌

想定便益
（単年度）

₌

火力発電の
稼働削減効果

※JPEA「公共・産業用太陽光発電シス
テム手引書」を参考に三菱総研試算

約160百万
kWh/年

約320百万
kWh/年

約387百万
kWh/年

約640百万
kWh/年

約2,547百万
kWh/年

約2,960百万
kWh/年

約2,547百万
kWh/年

約2,960百万
kWh/年

約78.5億円
/年

約91億円
/年

日本全体の排出量の
約0.2%に相当
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電圧等適正運用による再エネ接続可能量の増加

⚫ 電中研の調査では、ピーク需要に対するPVの割合が40%（約62GW）を超えるとOLTC（On Load Top Changer）のタップ
制御だけでは、顕著に電圧逸脱の割合が悪化することが報告されている。

⚫ 早稲田大学林教授等の研究では、HEMSの2.5分値を分析し最適制御することで、ピーク需要に対しPV100%となっても電圧
逸脱がないことが確認された。スマートメーターの5分値を活用することでも60%程度までは制御可能と考えられる。

⚫ 2030年長期需給見通しでのPV導入目標は64GWとされている。従来の制御方式での上限である62GWを超過する2GW相
当を、次世代スマートメーターが導入されることで接続可能となる再エネ電源容量と考え、便益を試算している。

出所）早稲田大学提供資料

林他、Proceedings of IEEE, Vol. 106, No. 4, pp594 (2018) 
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（ご参考）CO2の社会的費用の考え方

出所）国立環境研究所 ウェブサイト
https://www.nies.go.jp/kanko/news/38/38-3/38-3-04.html

＜2021年1月15日閲覧＞

⚫ CO2等の温室効果ガスが排出されることで、気候変動等、社会への負の影響が排出以降長期間にわたり被害を受け続ける。

⚫ このようなCO2排出よって発生する社会的費用は、 SCC；Social Cost of Carbon Dioxideと呼ばれており、世界各国にてそ
の費用が試算されている。

⚫ 本調査の中では、ノーベル経済学賞（2018）の受賞者である、ウィリアム・ノードハウスの論文に基づき、44USD/t-CO2を
CO2の社会的費用と設定し、便益を試算している。（1USD=100円で試算）
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5分値データの取得割合と費用の関係性

⚫ 前提条件として、5分値データは計量器に7日間保存されているが、このデータを分析・活用するには保存期間中にMDMSまで
収集することが求められる。この際に全数のデータを収集しようとすると、通信や上位システムに負荷がかかり、追加費用がかかる
と想定される。

⚫ 本検討では、一般送配電事業者へのヒアリングから10%程度であれば、現状のスマートメーターシステムでも対応可能と考え、
設定している。また、データ活用の観点からも、3～10%程度の計量器についてデータがあれば有効な分析が可能とされている。

⚫ そのため、まずは10%程度のデータ収集ができることを基本条件とし、その前提条件下での試算を行った。より多くのデータが必
要と考える場合は、追加費用と追加便益を再試算することが必要。

100%収集

10%収集

0%収集

便益

1,250億
～1,720億円

便益無し

費用

290億
～560億円

250億
～500億円

数千億円

100%取得することで便益も増えると
想定されるが、それ以上に費用が増加

主な費用の内訳

✓ 5分値データ（有効・無効・電圧）を計量器に7日間保存する
ためのメモリ増設

✓ 計量器メモリに加え、MDMSにデータ保存する機能・容量を追加
✓ 10%程度であれば、通信仕様には影響ないと想定。（現状の

運用でも10%程度であれば5分～10分頻度で通信可能）

✓ 100%収集するためには、通信への負荷が大きく、コンセントレー
ター増設やHESの増強が必要となる見込み。

✓ MDMSヘのデータ保存機能・容量についても、10%収集時と比
較すると約10倍の機能増強が必要

0%では便益が生まれないが、3～
10%程度のデータがあれば活用可能

10%収集より
増額を想定
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②再エネ大量導入・脱炭素化、系統全体の需給安定化に関する便益・費用(2)

⚫ (1)での検討に加え、全体の10%程度の電圧（5分値）を5分頻度や10分頻度等、リアルタイムに近い頻度で確認ができれ
ば、短期間の電圧の上昇への対応など更にきめ細かい電圧適正運用が可能と考える。

⚫ この場合の「電圧適正運用」の便益（10年間）は、330億～540億円、更に「電圧等適正運用」の効果が高まったことで
「CO2排出削減」（387百万～640百万kWh分）の便益も120億～200億円上積みされると推計する。

⚫ 本検討は、一般送配電事業者等へのヒアリングから、3～10%程度の計量器からデータが得られれば有効な分析が可能であり、
取得対象が10%程度であれば、現状のスマートメーターシステムの延長線上にでも対応可能との考えに基づき設定している。

⚫ 一方で、短期間での電圧制御を実現するには、SVRやLTVR等の設備増設に加え、一般送配電事業者側の運用体制の確
立、制御設備とのデータ連携・通信システムの確立など、スマートメーターシステムの他にも考慮すべき事項は多い。

仕様追加による便益（10年間） 導入費用

Aルートの品
質向上
の費用

(1)の導入費用内で
実現可能と想定

電圧等適正制
御による
想定便益

※リアルタイム

330億～540億円

CO2削減によ
る想定便益
※リアルタイム

120億～200億円

【主な前提条件】

✓ リアルタイムに近い電圧制御を導入することで、(1)で試算し
た効果に対し更に平均0.5V程度の電圧適正化効果があっ
たと想定し、便益を試算（その他考え方は(1)同様）

【主な前提条件】

✓ 電圧等適正制御のリアルタイム化によって創出される追加の
省エネ効果（約640百万kWh）相当の石炭火力発電の
焚き減らしが可能と考え、CO2排出削減効果を試算

【主な前提条件】

✓ 電圧5分値のうち数%程度を5分～10分
頻度で収集し、電圧制御に活用

✓ Aルート通信インフラに増強が必要な場合
は別途費用が発生する。

✓ その他、本取組の実現には、電圧制御設
備の追加やデータ連携システムの確立、運
用体制の準備など、更なる検証が必要

Aルートの品質向上
（リアルタイム化）
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電圧等適正運用（リアルタイム）の実現方法

⚫ 一部計量器の電圧値を高頻度（例えば数%の台数を5分～10頻度等）ができれば、リアルタイムに近いタイミングで電圧上
昇を把握し制御することが可能であり、電圧適正運用の便益を上積み（更に平均0.5V程度と想定）することが可能と考える。

⚫ ただし、低圧自動電圧調整器（LTVR）の導入や、LTVRの運用（LTVRの設定変更には物理的な回数制約あり）、制御用
のシステム・通信の確保など、実際にリアルタイムに近い電圧運用を実現するには、更に検証が必要である。

低圧自動電圧調整器

✓ 低圧系統に設置し、二次電圧を規定範囲電圧に自動で調整
✓ 分散電源などによる逆潮流時の降圧動作も可能

出所）東光高岳ウェブサイトより
https://www.tktk.co.jp/product/distribution/transformer-02/

＜2021年1月21日閲覧＞

データ分析
に基づく

電圧適正運用

✓ 全体の10%程度の電圧（5分値）を取
得し、データ分析により改善対象を特定。

✓ 以下の手段より適正運用を実現

① 配電変電所の送り出し電圧の設定変更

② 柱上変圧器の設定変更

③ 配電線の太線化

④ SVR・LTVR等の導入による制御

リアルタイムの
電圧適正運用

✓ データ分析で特定した電圧逸脱が懸念さ
れる配電線において複数の計量器の電圧
（5分値）をリアルタイム監視。

✓ 101Vを上回る懸念がある場合は、LTVR
の制御等により、降圧制御を実施

※実施には自動化等のシステム構築が必要
と考えられる。
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（ご参考）電圧等管理の高度化

出所）早稲田大学提供資料
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②再エネ大量導入・脱炭素化、系統全体の需給安定化に関する便益・費用(3)

⚫ Aルートの品質を向上し、仮に有効電力量の15分値を、15分頻度でデータ送信し、小売事業者等が30分以内に取得できる
ようにすることで、発電・小売事業者等が、価格シグナルへの適切な応動が可能となり、インバランスの回避行動が促されると想
定する。この場合の便益（10年間）は、320億～660億円の便益が見込まれている。

⚫ この取組を実現するためには、Aルートの仕様を、15分値・15分頻度・30分以内にCルート通知とする必要がある。本仕様に
ついては、これまでの次世代スマートメーター制度検討会にて電気事業連合より概算費用が報告されており、現状の30分値・
30分頻度・60分以内にCルート通知の仕様と比較すると、追加で約6,000億円（10年間の運用費用を含む）の費用が必
要とされている。

仕様追加による便益（10年間） 導入費用

Aルートの品
質向上
の費用

インバランス
発生回避
による
想定便益

320億～660億円

【主な前提条件】

✓ Cルートによるデータ通知が早くなることで、価格スパイクが発
生した際に、従来より1～2コマ程度早くインバランス回避行
動がとれると想定。

✓ 価格スパイクが発生するタイミングを広域的予備力が8%を
切るコマ（2018年度実績80コマ）と想定し、小売事業者
が1～2コマ程度（合計27コマ程度）早いインバランス回避
行動が可能と考え、便益を試算。

【主な前提条件】

✓ 有効電力量15分値を15分頻度でMDMS
へ送信、託送システムを通じてCルートとして
30分以内に小売事業者等で通知される。

✓ 小売事業者等のデータ受領システムの改版
費用等は上記に含まれない。

約6,000億円

Aルートの品質向上
（送信データの増加・高速化）
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インバランス発生回避に関する便益の考え方①

⚫ 現状の仕様である、30分値から15分値へと高速化することで、発電事業者や小売事業者、アグリゲーター等が、現状と比較
し45分早く自社BGの需給変動を把握することが可能であり、電力市場の1～2コマ分（30分～1時間）早く、インバランス発
生回避の行動（自社BG内のDRや時間前市場での取引）を実施できる。

⚫ 大きく不足インバランスの発生が想定されるのは供給不足時であり、インバランス料金制度改革で想定される、広域的予備率
8%未満時において、インバランス回避が実現された場合の便益を試算する。

⚫ インバランス単価については、2024年度以降に予定される600円/kWhを上限と考え、2018年度に最も予備率が低かった
5.6%時での想定価格（311.4円/kWh）を採用している。

30分値（現状） 15分値

13:05 自社BG内で大きな需給変動発生

14:30 Cルート通知

13:45 Cルート通知

13:00～13:30の
計量から60分後

13:00～13:15の
計量から30分後

自社BG内での
DR可能性を検討

15:00の時間前
市場へ入札し調整

16:00の時間前
市場へ入札し調整

自社BG内での
DR可能性を検討

最大2コマ分の前進

2024年度以降
600円/kWh

2018年度に最も予備率が低かった5.6%時点
でのインバランス料金は311.4円/kWhとなる

5.6%

出所）電力・ガス取引監視等委員会「２０２２年度以降のインバランス料金制度について（中間とりまとめ）」
（2019年12月17日）
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インバランス発生回避に関する便益の考え方②

予備率5.6%の場合の
インバランス料金

311.4円
/kWh

ー

調整コスト
（2018年平均V1価格）

10.3円
/kWh

₌

各一般送配電事業者の公開情報
（2018年度）より三菱総研算定

⚫ 2018年度のインバランス発生実績等を参考に試算。広域的予備率が8%を下回ったのは年間で計80コマであり、そのうちの
13～27コマについて、インバランス回避が発生したと想定。
※海外事例より価格スパイクは平均6コマ継続すると考えられ、そのうちの1～2コマ相当早く行動できることが便益に繋がると考えた。

⚫ インバランス料金は311.4円/kWhを想定するが、インバランス発生回避には小売事業者等が調整力を稼働させる必要がある
ため、調整コスト相当を差し引いた金額が、インバランス発生回避における便益のkWh単価と考える。

約65.0百万
kWh

予備率8%未満時の
インバランス発生量

×

インバランス発生回避
のコマ数

₌

インバランス発生削減量

インバランス発生削減量

×

想定便益

13コマ
/80コマ

27コマ
/80コマ

10.6百万
kWh

21.9百万
kWh

10.6百万
kWh

21.9百万
kWh

約32億円
/年

約66億円
/年
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（ご参考）2018年度広域的予備率の実績

⚫ 2018年度で広域的予備率8%以下となったコマは50Hz/60Hzの合計で80コマであり、最も低くなったのは50Hzエリアの
2018年8月22日16時30分で5.6%を記録している。

⚫ 同様に2017年度で広域的予備率8%以下となったのは80コマ。2016年度は20コマと発表されている。

資源エネルギー庁）「第39回制度設計専門会合」資料4より
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（ご参考）行動誘発型DRにおける15分値による便益創出の可能性

⚫ SBパワーは、スマートメーターCルートデータにより自社BGの需要を把握し、必要に応じて、メールで需要家に節電を依頼するこ
とでDRに繋がる行動を促すことを検討中。

⚫ 現状は30分値データの利用を想定しているが、高粒度化・高頻度化することで、更に調整可能となるDR量が増加すると考え
ている。（数は10分値の場合での検証）

出所）資源エネルギー庁「第2回スマートメーター仕様検討ワーキンググループ」資料1-3
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（ご参考）再エネP2P取引における15分値による便益創出の可能性

⚫ みんな電力は、ブロックチェーン技術を活用し、再生可能エネルギー電源の発電量と需要家の電力需要をマッチングさせるP2P
プラットフォームを提供している。

⚫ 30分値が15分値になり、より早くデータが提供されることで、マッチング結果の可視化が高速化するなど、サービスレベルの向上
に貢献できると考えられる。（一方で取引確定には確報値データの提供が必要であり、確報値提供タイミングの変更も要望い
ただいている）

出所）資源エネルギー庁「第1回スマートメーター仕様検討ワーキンググループ」資料2-8
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②再エネ大量導入・脱炭素化、系統全体の需給安定化に関する便益・費用(4)

⚫ 現状の電力市場制度は30分値同時同量に基づいて設計されているが、将来的には欧州等と同様に再エネの普及拡大への
対応を目的とし、15分市場へと変更されることも考えられる。

⚫ 次世代スマートメーターの使用期間中に15分市場へと切り替えされる可能性を想定し、有効電力量30分値に加え、有効電
力量15分値も計量できるようにしておくことで、切り替えがあった場合にも円滑な制度移行が可能と考える。

⚫ この場合の社会便益を試算することは難しいが、15分値を計量・収集・提供するまでを実現しようとすると(3)同様、約6,000
億円の費用が必要と考えられる。一方で、当面は15分値を計量し45日間保存するだけであれば、約50～100億円の費用
追加で実現可能と想定される。このため、どの程度まで15分値対応を実現しておくかで、必要となる費用が大きく異なる。

仕様追加による便益 導入費用

Aルートの品
質向上
の費用

15分市場
への対応

15分市場への円滑な切り替え
（現状での便益は想定されない）

【主な前提条件】

✓ 15分値の計量・収集・提供について、現時点では(3)で計
上したインバランス回避以外の便益は想定されない。

✓ 15分市場への制度切り替え時はメーター交換が不要となる
便益が想定されるが、第3世代への更新タイミングも一致す
ること等も想定されるため、どの程度の便益となるか想定は難
しい

Aルートの品質向上
（送信データの増加・高速化）

15分値をCルート提供まで実現する場合

約6,000億円

15分値をMDMSまで送信する場合

１,000億～5,000億円

15分値を計量器に保存するのみの場合

50億～100億円
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（ご参考）欧州における15分市場化の動向

⚫ 欧州では、再エネ電源拡大への対応としてENTSO-E（欧州電力系統事業者ネットワーク）を中心にインバランス精算コマの
短縮が検討されており、ドイツ・オランダ・ベルギー等では既に15分単位へと変更されている。

⚫ 我が国においては、30分値同時同量が電力取引の原則であるが、2050年カーボンニュートラルの実現に向けた更なる再エネ
普及・活用の拡大に向けては、電力市場制度そのものの見直しも否定できない。

インバランス精算単位(コマ)の現状

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

イ
ギ
リ
ス

オ
ラ
ン
ダ

フ
ラ
ン
ス

ド
イ
ツ

オーストリア

注：イタリアはバランシングサービス提供者を除いては60分単位を適用
出所)Frontier Economics,” CBA OF A CHANGE TO THE IMBALANCE SETTLEMENT PERIOD“,https://www.svk.se/siteassets/aktorsportalen/elmarknad/finer/cba-
of-a-change-to-the-imbalance-settlement-period.pdf , 閲覧日2020年8月25日 に三菱総研加筆
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15分値対応におけるバリエーション

⚫ 現状の30分値同時同量に基づく制度設計では、15分値・15分頻度・30分以内にCルート通知する便益は、前述したインバ
ランス発生回避が主なものであり、その他に大きな便益は考えにくい。

⚫ 15分市場導入の不確かさや現状十分な便益が見込めないことを踏まえ、15分値対応を進める場合もどの程度まで進めておく
か議論が必要である。通信や上位システムは導入後の増強も一定程度可能であるが、計量器には計量法の制約があるため、
15分値の計量・保存ができる仕様としておくことが最低限の対応と考える。また、次世代仕様においては、通信や上位システム
についても、柔軟に設定変更ができるシステム設計としておくなどの対応も考えられる。

有効電力量15分値を
45日間保存

計量器

15分値の
計量・保存
のみ対応 50～100億円

MDMSまで
送信

通信部～HES

有効電力量15分値を
45日間保存

MDMS 託送システム

通信品質増強 データ保存

1,000億円～5,000億円

Cルート提供
まで実現

有効電力量15分値を
45日間保存

通信品質増強 データ保存
データ加工

約6,000億円

Cルート提供

※計量法上、最低限の対応

※通信に関しては既存システムの工夫（空き領域の活用等）が考えられるため、実現方法により、想定費用が大きく異なる

※Cルート提供まで実現すれば、インバランス発生回避の便益660億円（10年間）も期待することができる
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②再エネ大量導入・脱炭素化、系統全体の需給安定化に関する便益・費用(5)

⚫ スマートメーターのAルートだけでなく、Bルートの利便性を向上することで、発電・小売事業者、アグリゲーター、エネマネ事業者
等がデータを取得・活用しやすくなることで、系統全体の需給の安定化に貢献することも考えられる。

⚫ 一方で、Bルートの欠損対策を行うことが重要であり、現行のBルート欠損問題が解消することにより、40億～50億円、
Wi-Fi等の通信技術導入による利便性向上により、970億～1,940億円の便益（10年間）を想定する。

⚫ Bルートの利便性については、Wi-Fi等の導入により、どの程度の利便性や、通信信頼度が向上・維持できるか等の評価を行っ
た上で、仕様への採用を判断することが適当ではないか。

Bルート
有効電力量

1分値
の取得

【主な前提条件】

✓ 有効電力量1分値の60分間保存であれ
ば、現行メモリ容量の3%程度の増加であ
りほぼ影響無しと考える。

ほぼ追加費用無しと想定

Wi-Fiの
搭載

800億～2,400億円

仕様追加による便益（10年間） 導入費用

Bルート
欠損回避の
想定便益

40億～50億円

Bルート
利便性向上
の想定便益

970億～1,940億円

【主な前提条件】

✓ 2.4GHz帯Wi-Fi技術を追加で搭載

✓ 実装方法等により、追加費用は大きく変
動すると考えられる。

【主な前提条件】

✓ 低圧VPP需要家は、家庭用蓄電池の導入想定
である約200万件と想定。

✓ 200万件のうち20～25%1分値を活用すること
で別途設備が不要になると想定し便益を試算

【主な前提条件】

✓ Wi-Fi導入により、Bルートと連携したHEMSが新
たに160万～320万件普及と想定。

✓ それぞれ5%の省エネが実現したと想定し、便益を
試算
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計量粒度の細分化・多様化（1分値）に関する便益の考え方

⚫ VPPアグリゲーター等は市場参画要件に適応するため、1分値データの取得が必要とされている。現状スマートメーターのBルー
トで１分値を測定することは可能だが、データ欠損が起きた場合データを呼び戻すことができないため、場合によってはCTセン
サー等、別途機器を導入し1分値が計量されている。

⚫ スマートメーターに有効電力量1分値を60分間保存することで、欠損があった場合にも再送信することが可能であり、CTセン
サー等の機器が不要（約10,000円/件）となることが想定される。

⚫ 2024年時点で家庭用蓄電池は約200万台出荷と想定され、VPPサービスを受ける需要家のターゲットと考えられる。このうち
20～25%がBルート1分値を利用したと想定した場合、40～50億円の便益（10年間）と推計される。

データ欠損例（エナリス提供）

出所）資源エネルギー庁「第1回スマートメーター仕様検討
ワーキンググループ」資料2-4

家庭向け蓄電池の累計出荷台数想定

（単位：千台）
※2019年までは実績値

2020年以降は同様の比率で増加と想定

出所）資源エネルギー庁「第1回 定置用蓄電システム普及拡大検討会」資料6
より三菱総研作成
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Wi-Fi搭載に関する便益の考え方

⚫ 三菱総研「生活者市場予測システム」における2020年度アンケート調査では、HEMSの所有率は約2.3%（約150万世帯）。

⚫ 更に「HEMSを導入したい」と回答した比率は5.9%、Wi-Fi導入によりHEMSの利便性が改善され、最大約320万世帯に
HEMS導入ポテンシャルがあると考えられる。今回はこのうち160万世帯～320万世帯をHEMS導入想定と考える。

⚫ HEMS導入世帯は、未導入世帯に対し5%程度の省エネ効果があるとされるため、Wi-Fi導入による便益（10年間）は、970
億～1,940億円と試算する。

⚫ 更には、HEMSに搭載するWi-Fiモジュールは流通量が多いため、現行のWi-Sunと比較し安価とされており、HEMS機器の販売
価格を押し下げる効果やWi-Fiルーターによる代替も期待される。

HEMSに関するアンケート調査

5.9%

2.3%

導入したい

既に所有している

(n=30,000世帯)

約150万世帯

約320万世帯

320万世帯

HEMS
導入ポテンシャル

× 5,500
kWh/年*

標準的な4人家族の
年間電力消費量

× 5%

HEMSによる
省エネ効果

=

HEMSによる
省エネ電力量

HEMSによる
省エネ電力量

× 22円/kWh

低圧電力単価
（2020年度水準）

*住環境計画研究所「家庭用エネルギー統計年報」を参考に三菱総研試算

=

想定便益

※電中研等の研究結果より

160万世帯

88百万kWh
/年

44百万kWh
/年

88百万kWh
/年

44百万kWh
/年

194億円/年

97億円/年

出所）三菱総研「生活者市場予測システム（2020年度）」
同調査では、HEMS所有もしくはHEMS導入意向ありと回答した
世帯のうち約7割が3名以上同居の世帯となっており、消費電力量
の前提として4人家族相当の電力消費量を採用している。
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（ご参考）HEMSによる省エネ効果

⚫ 様々な実証・研究の成果として、HEMSによる省エネ効果について発表されている。

⚫ 電力中央研究所が発表した報告書では、効果の持続性等に不透明な部分が残ると指摘しながらも、平均して10%程度の省
エネ効果を見込むとされている。

⚫ その他、積水ハウス・三菱電機の公開情報*でも、HEMSによる省エネ効果として5～15%と発表している。
*「IT 時代の計測・制御技術の動向（4）HEMS による家電連動制御」（http://www.shasej.org/gakkaishi/0605/0605_kouza.pdf）

出所）電力中央研究所「家庭用エネルギー管理システム（HEMS）の普及に関する課題とその動向
https://criepi.denken.or.jp/jp/kenkikaku/report/leaflet/Y12011.pdf

＜2021年1月15日閲覧＞

電中研報告書によるHEMS導入の効果
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Wi-Fi搭載に関する課題

⚫ 前頁の試算のとおり、Wi-Fi搭載による便益は一定程度期待できるが、HEMSの普及効果など更に精緻な検討が必要と考える。

⚫ また、Wi-Fi電波の住宅内での電波強度の確認（一般的に、920MHz帯と比較し、2.4GHz帯は電波の回り込みが少なく、電
波エリアが狭くなると考えられる）やサイバーセキュリティの確保など、Wi-Fi搭載に関する懸念点が残されている。

⚫ Wi-Fi搭載の是非については、下記論点を更に深堀りしたうえで協議してはいかがか。

⚫ 具体的なスケジュールについては、次世代スマートメーターの調達スケジュールの考慮が必要であり、電気事業連合会や一般送
配電事業者と協議の上決定することを想定する。

Wi-Fi導入に向けた論点（再掲）

費用対
効果

✓ Wi-Fi搭載により、どの程度HEMSの普及に効果があるか
✓ Wi-Fi搭載HEMSとWi-Sun搭載HEMSでどの程度価格

差があるか
✓ 「全数搭載する場合」と「Wi-Fi利用者のみ搭載メーターに

交換する場合」のどちらが経済的か

技術的
観点
その他

✓ 2.4GHz帯Wi-Fiの場合、920MHz帯Wi-Sunと比較し、
どの程度通信エリアが小さくなるか（宅内の電波強度はどの
程度か）

✓ 新たなサイバーセキュリティの懸念・必要な対策はあるか
✓ 消費電力量はJIS規格内に収まるか
✓ 電子レンジ等、その他2.4GHz帯を利用した製品への影響

はないか
✓ 次世代スマートメーターの導入スケジュールを踏まえた場合、

いつまでに導入判断が必要か

920MHz帯・2.4GHz帯の比較

920MHz帯 2.4GHz帯

到達距離
（見通し）

1km程度 数百m程度

回り込み
特性

良い 悪い

電波干渉 少ない
多い

（電子レンジ等）

消費電力量 低い 大きい

主な
標準化技術

IEEE802.15.4
Wi-Sun
Zigbee

IEEE802.11
Wi-Fi

出所）沖電気工業ウェブサイト
https://www.oki.com/jp/iot/doc/2016/16vol_03.html

<2021年1月20日閲覧>
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③その他、需要家利益の向上に関する便益・費用

⚫ スマートメーターで取得する電力データは、停電状況の早期把握による災害の避難指示や早期復旧、見守りサービス、新型コ
ロナウイルスに係る自粛要請の効果分析といった、新たな社会課題への対応に活用されることが期待されている。このような便
益が期待されていることから、データ提供時のAPI等の仕様統一化は、費用対便益に照らさずとも推進すべきではないか。

⚫ 共同検針により、ガスや水道メーターのスマートメーター化が進展することにより、保安能力の向上、事業効率（LPGボンベの
交換）の向上、需要予測精度の向上によるシステム効率化、その他需要家サービスの向上が期待されている。これらはガスや
水道事業に係る便益であり、これらに要する費用はそれぞれの収入から賄われることが基本であるが、共通化や統一化により、
HES/MDMS等のシステムコスト低減すれば、社会全体としても便益があると考えられる。

⚫ また、特定計量制度*に基づく特例計量器のデータをMDMSに統合することで、約85億円（10年間）の便益を想定する。

データ
フォーマット
等の統一

次世代MDMS設計時に
全社で仕様を統一

共同検針
仕様の統一

共同検針IF会議の検討結果
への全国仕様の統一

データ活用
の促進

共同検針
の想定便益

共同検針による社会コスト低減

基本的には託送外事業として費用対効果が検討さ
れるが、計量システムの重複整備を避けることで社会
便益にもつながると考えられる

特例計量器
活用による
想定便益

特例計量器
データの

MDMS結合

データ活用の利便性向上

仕様追加による便益 導入費用

定性的には、電力データ利用拡大による、需要家の
利便性やQOLの向上が期待される

運用ルール/通信規格/サーバー連携等の

共通化を想定している

約85億円（10年間）
特例計量器データの結合

50～80億円
【主な前提条件】

✓ MDMSへ特例計量器データを保存するコ
スト等を想定。（送受信方法は要検討）

【主な前提条件】

✓ VPP事業者10グループ80社が特例計量器を
利用しMDMSからデータ受領することを想定
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（ご参考）電力データ活用による社会便益

⚫ スマートメーターデータ等、電力データとその他需要家データを組み合わせて分析することで、災害対策等に活用する取組が進め
られており、需要家の利便性やQOL向上に貢献することが期待されている。

出所）資源エネルギー庁「第1回スマートメーター仕様検討ワーキンググループ」資料2-9
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データ活用に関する論点

⚫ スマートメーターデータを含めた電力データ活用については、持続可能な電力システム構築小委員会にて、電気使用者情報利用
者等協会の詳細を検討する中等で、議論が進められる。

⚫ 一方で、グリッドデータバンクラボからは、スマートメーターデータのフォーマットが統一されていないことが課題としてあげられており、次
世代システムの導入に際しては、フォーマット統一化の議論が必要と考える。

出所）資源エネルギー庁「第1回スマートメーター仕様検討ワーキンググループ」資料2-7
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（ご参考）共同検針による社会便益

⚫ 共同検針については、電力・ガス・水道など家庭向けインフラ事業者で計量システムを統一することで、トータルの社会コストを低
減する効果（通信回線のコストやHES等制御システムの導入コスト）があると考える。

⚫ 一方で、ガスや水道の検針は、電気事業から見ると託送事業外であり、共同検針に係る費用・便益は全て電力の託送事業と
は切り離して検討すべきである。

⚫ 本検討会では、共同検針は検証の対象外としつつも、共同検針は、社会的な便益があると考えられるため、実現されるための
統一的なルール作りを進めるべきと考える。

【個別システム構築】

電力メーター HES（電力） MDMS（電力）

ガス・水道
メーター

HES
（ガス・水道）

MDMS
（ガス・水道）

無線マルチホップ
or

LTE/5G

無線マルチホップ
or

LTE/5G

二重にシステム構築が必要

【共同検針】

電力メーター HES（電力）

MDMS（電力）

ガス・水道
メーター

MDMS
（ガス・水道）

無線マルチホップ
or

LTE/5G

計量システム統一によるコスト低減

U-Bus Air等

検針値収集

遠隔閉栓制御

検針値収集

遠隔閉栓制御
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共同検針に関する論点

⚫ 別途開催されている共同検針インターフェース検討会議にて、一般送配電事業者、ガス事業者、水道事業者、業界団体、有
識者によって、全国で統一すべき規格やルールについて議論されている。

⚫ 共同検針については、託送外事業であるため、基本的に関連する費用・便益は次世代スマートメーター制度検討会の対象外で
はあるが、例えば以下の項目については、次世代スマートメーター制度検討会の議論内容や仕様案に影響があると考えられるた
め、本会議においても情報共有・議論するものと考えている。

出所）資源エネルギー庁「第4回次世代スマートメーター制度検討会」中部電力パワーグリッド資料より
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（ご参考）電力・ガス・水道の共同検針実証

⚫ 電力・ガス・水道の共同検針実証が各地で実施されているが、中部電力パワーグリッドは複数の都市ガス事業者、LPガス事業
者、水道事業者と実証事業の実施や商用化の検討等、積極的に取組みを進めている。

⚫ 2020年5月14日、中部電力パワーグリッドは、LP事業者であるサーラエナジーと実証事業を経て、LPガスメーターの共同検針を
進める基本協定を締結した。

⚫ 2020年12月14日には、静岡市上水道局、静岡ガスと共同で、電力・都市ガス・水道の共同検針実証に取り組むことを発表し
た。実証事業は2020年12月～2022年12月までを予定している。

出所）中部電力パワーグリッド 2020年12月14日プレスリリース
https://www.chuden.co.jp/publicity/press/1201304_3273.html

＜2021年1月26日閲覧＞
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（ご参考）特定計量制度の概要・特例計量器データのMDMS結合

⚫ 改正電気事業法に基づき、国の定める基準に従い、国に事前に届出を行うことを前提に 、計量法に基づく検定を受けない計
量器（特例計量器）の使用を可能とする 「特定計量」制度が創設（2022 年 4 月施行）。

⚫ 今年度、特定計量制度及び差分計量に係る検討委員会にて、制度の詳細について議論が進められている。

⚫ 特例計量器のデータをMDMSへ統合することで、スマートメーター計量値との差分計量など、利便性が高まることで、新たな需要
家サービスの創出につながることが期待される。

出所）資源エネルギー庁「第8回持続可能な電力システム構築小委員会」資料1-3

特定計量器：スマートメーター等、計量法で規定される検定を受けた計量器

特例計量器：計量法に基づく検定を受けずとも、特定計量制度における基準内で取引・証明等に利用することを認められた計量器
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特例計量器活用に関する便益の考え方①

⚫ 特例計量器を使ってEV充電サービスを実現する場合、EV充電以外の家庭需要を計量・料金精算するためには、受電点で計測
されたスマートメーター値と、EV充電器の計量値による差分計量が必要。※差分計量についても、2022年4月施行を目指し制度検討中

⚫ 特例計量値の計量値がMDMSに取り込まれれば、アグリゲーター各社が個別にシステムを構築する場合と比較し、社会コスト削
減につながると考えられる。また、これらのリソースを取引に活用することが容易になることが考えられる。

⚫ 本想定では、別途インターネット（通信キャリア回線等）での特例計量器データ収集を想定するが、特例計量器のデータ収集方
法やMDMSにデータ結合する際の規定（データフォーマットの統一、サイバーセキュリティ対策）等は定まっておらず、更なる検討が
必要である。

特例
計量器

MDMS
受電点単位の計量値

サービス事業者
（アグリゲーター等）

サーバー
特例計量器の計量値

受電点と特例計量器の
計量値を紐づけて管理

データ結合のイメージ（インターネット経由の場合）
特例計量器活用に関する論点

【データ送信】

✓ 個別にインターネット経由でデータ送信する以外にも、共
同検針と同様に家庭内のスマートメーター通信に相乗り
する方法や別途Aルート機能を具備することも考えられる。

✓ スマートメーターシステム利用時の費用負担の在り方も
含め、制度設計の具体化が必要と考える。

【データ結合・処理】

✓ MDMSにデータ結合する場合には、データフォーマットの
共通化が必要である。

✓ インターネット経由、スマートメーターシステム経由のいず
れにおいても、サイバーセキュリティ対策をどのように求める
べきか検討が必要である。

✓ また、MDMS側でどの程度まで処理すべきか（データの
紐づけ保存、差分計量実施の有無、差分計量データの
提供有無等）によって、必要となる費用は変動する。

※MDMS以外のシステムを一般送配電事業者が構築し、スマートメーターデータ
と特例計量器データを共同管理するシステム構成も考えられる
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特例計量器活用に関する便益の考え方②

⚫ 特定計量を利用する代表的な事業者として、VPPアグリゲーターを想定する。2020年度「VPP構築実証事業」には、10のコンソー
シアムと約80社のリソースアグリゲーター（RA事業者）が参加しており、これらの事業者がMDMSへのデータ結合を前提とした特
定計量サービスを実施すると仮定する。

⚫ 本来はコンソーシアム単位で対応システムを開発し、各社が導入・運用すると想定し、それぞれ開発費・運用費を仮置きした上で
便益を試算。10年間の運用を想定した場合、便益は約85億円（10年間）と推計する。

開発費
（初期費用）

✓ 各コンソーシアム単位で共同開発を想定
✓ 開発費用は約5,000万円と仮置き
✓ 10コンソーシアム相当として、5,000万

円×10=5億円程度を見込む

運用費
（保守費用等）

✓ 各RA事業者が個別負担することを想定
✓ 運用費用は約1,000万円/年と仮置き
✓ 80社分として、1,000万円×80×10年

=80億円程度を見込む

便益の想定 VPP実証事業の主な参加者

幹事社
関西電力

JXTGエネルギー、住友電気工業、ダイヘン、横河
ソリューションサービス、イオンディライト 等

幹事社
東京電力HD

日本電気、積水化学工業、東京電力EP、エリーパ
ワー、大崎電気工業、関電工、京セラ 等

幹事社
SBエナジー

SBパワー、エネマン、エフィシエント、サニックス、ダイレ
クトパワー、ハンファQセルズジャパン

幹事社
エナリス

京セラ、グリムスソーラー、西部ガス、Sassor、ス
マートテック、中国電力、東邦ガス、戸田建設 等

幹事社
中電ミライズ

大阪ガス、中部電力、トヨタエナジーソリューションズ、
明電舎

その他、九州電力、ローソン、アズビル、豊田通商、東北電力が幹事社となる

コンソーシアムが存在

出所）SIIウェブサイトより
https://sii.or.jp/vpp02/uploads/VPPB_saitakukekka.pdf＜2020年1月21日閲覧＞
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便益等検証結果（総括）
⚫ 想定便益と費用を比較した結果として、便益が上回ることが想定される機能追加については、仕様案として有望と考える。

⚫ 一方で費用に対し十分な便益が期待できない、もしくは別の課題が考えられる機能追加は、再度検討が必要である。

※データ活用（データフォーマットの統一）・共同検針対応（共同検針に係る規格等の統一）は便益等検証の対象外だが、社会的意義がある取り
組みとして次世代スマートメーターの導入に向け検討していく

意義（便益） 機能追加 想定便益（10年間） 想定費用（10年間） 評価
1台当たりの費用
（月額換算）

停電の早期解消 Last Gasp機能 660億～1,100億円 300億～600億円 〇（別途課題あり）

計画停電回避 遠隔アンペア制御機能 1,350億～1,500億円 300億～500億円 〇

電力損失削減
５分値（有効・電圧

・無効）の取得

10%程度の送信

1,250億～1,720億円

290億～560億円

〇電圧等適正運用

CO2排出削減

電圧等適正運用
※リアルタイム運用

電圧5分値のリアルタイ
ム化(5分～10分頻度）

450億～740億円 △（別途課題あり）

インバランス発生回避

15分値化

約6,000億円 ×320億～660億円

15分市場対応 ー △（別途課題あり）50億～6,000億円

Bルート欠損対応 1分値の60分間保存 40億～50億円 ※追加費用無し 〇

Bルート利便性の向上 Wi-Fiの搭載 970億～1,940億円 △（別途課題あり）800億～2,400億円

特例計量器の活用 特例計量器データ結合 約85億円 〇（別途課題あり）50億～80億円

3.1円/月
～6.3円/月

3.1円/月
～5.2円/月

3.0円/月
～5.8円/月

約62.5円

0.5円/月
～62.5円/月

ー

8.3円/月
～25.0円/月

0.5円/月
～0.8円/月
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（ご参考）英国におけるスマートメーター導入の費用対効果分析

⚫ 英国では電力・ガスメーター合わせて便益試算が実施されている。需要家の省エネ効果が便益として計上されている他、温室効
果ガスはい排出量削減など、今回の検証と類似の便益がスマートメーターの便益として計上されている。

出所：Department for Business, Energy & Industrial Strategy,”：SMART METER ROLL-OUT Cost-Benefit Analysis (2019)”, 
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/831716/smart-meter-roll-out-cost-benefit-analysis-2019.pdf,

閲覧日2020年8月25日 より三菱総研作成

省エネ
電力：32億￡
ガス：30億￡

単位：100万￡

温室効果ガス削減
電力：3.2億￡
ガス：13億￡
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（ご参考）米国におけるスマートメーター導入の費用対効果分析

⚫ 米国NY州Con Edison社の費用対効果分析では便益として電圧最適化（CVO）の効果が346百万USD（メーター1台あ
たり約35USD）計上されており、全体便益の約13%、設備運用・効率化の便益の約38%を占めている。

出所：Con Edison「Advanced Metering Infrastructure Business Plan」より三菱総研作成
https://www.coned.com/-/media/files/coned/documents/accountandbilling/about-your-bill-rates/09-ami-panel-exhibits-ami-001-ami-005.pdf＜2021年1月19日閲覧＞

ネットワーク事業者・顧客価値：1,810＄M

設備運用・投資効率化：896＄M
単位：100万＄



Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 52

論点5 スマートメーターの通信技術



Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 53

スマートメーターの通信技術について

⚫ 既存スマートメーターの通信方式は、無線マルチホップ方式・1N方式・PLC方式の3種類の通信方式から選択されている。

⚫ 関西電力送配電は無線マルチホップ方式（2.4GHz）、九州電力送配電は1N方式を主方式とし、設置環境等により主方式
の選択が難しい場合は従方式を採用している。

⚫ その他地域では無線マルチホップ方式（920MHz）を主方式、1N方式を従方式として採用。メーター設置密度や上位通信回
線の状況等から経済最適な方式を選択している。

地域 主方式 従方式
主方式・従方式

の割合
通信方式の
選択基準

関西
無線マルチホップ
（2.4MHz）

PLC
主：約98%
従：約2% 

• 基本的に経済性に優れた主方式を
優先して選択

• 設置環境（電波強度等）により主
方式の選択が困難な場合は従方
式を選択

九州 1N PLC

その他地域
無線マルチホップ
（920MHz）

1N
※PLCの割合は少ない

主：約92%  
従：約8%

• メータの設置密度や上位通信回線
の状況（自営線、通信事業者回
線）等から、経済性に優れた方式
を採用

各社個別には
82～97%

【MH方式】
メーター設置密度が濃いエリアで、コンセント
レーター１台当たりのスマートメーターの収容数
が多くできる場合に、安価な構築が可能となり
有利。

【1N方式】
メーター設置密度が薄く、コンセントレーターを
設置しても収容数が少なくなる場合は、1N方
式が安価に構築が可能となり有利。

出所）資源エネルギー庁「第3回次世代スマートメーター制度検討会」資料2より三菱総研作成
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今後の通信技術動向

⚫ 通信技術の発展速度は非常に速く、Society5.0等デジタル化の推進を支える技術として、5GやLPWAの導入・普及が開始さ
れている。また、無線マルチホップ方式についても後継技術としてWi-Sun Fanの規格検討が進められている。

⚫ 次世代スマートメーターの通信方式は、今後10～20年利用されることを鑑み、経済性や信頼性に加え、必要に応じて新たな技
術を取り入れることのできる柔軟性の観点でも評価することが重要と考える。

出所）資源エネルギー庁「第2回スマートメーター仕様検討ワーキンググループ」資料5を一部修正

Aルート

Bルート

既存システム（無線マルチホップ・1N・PLC） 既存システム以外の技術

【無線マルチホップ】

✓ 伝送速度：100kbps（最大）

✓ マルチホップでエリアを構築

✓ 15分値/計測項目3倍（データ量6倍）にはCR増設で対応

✓ 5分値/計測項目3倍（デ-タ量18倍）にはエリア設計等を見直し

【1N（3G/LTE）】

✓ 伝送速度：数十Mbps

✓ 通信キャリアのサービスエリア内での通信が可能

✓ 粒度細分化/頻度増加は、通信キャリアとの契約に寄る

【PLC（低速/高速）】

✓ 伝送速度 低速：1～150kbps、高速：1M～200Mbps

✓ 採用は集合住宅内程度

✓ 現行電波法上では、高速PLCの屋外利用には省令改正が必要

【Wi-Sun】

✓ 低圧スマートメーターで採用

✓ Aルート競合や通信環境問題等によりデータ欠損が報告されている

【PLC】

✓ 低圧スマートメーターで採用（導入事例は少ない）

【イーサネット】

✓ 高圧スマートメーターで採用（有線通信技術）

【Wi-Sun Fan】

✓ 伝送速度：600kbps（周波数が拡張されれば2.4Mbps）

✓ 既存無線マルチホップ技術とでエリア構築可能（既存技術を
搭載したメーターはソフトウェアアップロードが必要）

【5G】

✓ 伝送速度：1Gbps

✓ 2023年時点の基盤構築率は97%以上（NTTドコモの場合）

✓ 多接続技術により、3G/LTEと比較し、同時に多数のメーターを
接続することが可能

【LPWA】

✓ 伝送速度：数十kbps～数Mbps

✓ IoT用途に適した低消費電力の広域無線通信技術。免許不
要のLoRAWANや通信キャリアの提供するLTE-M等が該当

【Wi-Fi】（2.4GHz帯、5GHz帯）

✓ 伝送速度：最大9.6Gbps

✓ 複数機器接続に特徴

【BLE*】（2.4GHz帯）

✓ 伝送速度：最大2Mbps（Bluetooth Classicは最大24Mbps）

✓ 1対1の機器接続に特徴

✓ 低消費電力 *BLE：Bluetooth Low Energy
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⚫ 1N方式は通信キャリアのネットワークを活用し、広範なエリア展開が可能であるが、ビル蔭など携帯網の電波が遮られ、一部通信
不可となるメーターも存在することが報告されている。

⚫ その場合、近隣の1N方式スマートメーターに920MHz帯無線マルチホップ方式のリピーター機能を搭載することで、遮蔽物を迂回し、
ビル蔭のメーターとの通信を可能とする方式が考えられる（九州電力で採用されている他、韓国電力等海外でも事例あり）。

⚫ 上記方式を活用した場合、柔軟なエリア構築が可能であり、1N回線集約によるコスト削減効果も期待されるものの、ハイブリッド
型メーターの通信ユニットは追加費用が必要となることが想定されるため、費用対効果を見極めることが重要である。

1N方式/無線マルチホップ方式のハイブリッド

通信基地局

920MHz

LTE

920MHz

LTE

ハイブリッド型

920MHz

920MHzのみ

LTE

1:Nのみ

ハイブリッド
のメリット

✓ 柔軟なネットワーク構築が可能

✓ 1:N回線の契約を束ねることで、通信コスト削減が
可能（通信事業者のネットワーク負荷低減にも貢
献）

ハイブリッド
のデメリット

✓ ハイブリッド型メーターは双方の通信機能を具備する
ため、追加費用の発生が想定される。

✓ 1:Nに加え920MHz通信分の管理が必要

✓ 920MHz通信の伝送速度は、Wi-SUN相当。1:N
の高速通信は不可

各通信方式のコスト比較（イメージ）

1台あたりの
通信コスト

無線マルチホップのコンセントレータ収容台数

マルチホップの通信コスト
→収容台数が増えるほど

コストが安くなる

1N方式のコスト⇒一定

ハイブリッド型のコスト
接続台数を増やせば、1N回線の
台数単価を減らすことが可能+1台

+2台
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⚫ 主要国における、スマートメーターのデータ集約方法と比較した場合、今回検討している、5分値の計測や15分毎の通信頻度は世
界的にもトップレベルの高度な仕様であることが確認できる。

諸外国におけるスマートメーターデータ集約方法との比較

日本
(現状)

英国 イタリア オランダ フランス ドイツ ノルウェー
スウェーデ

ン
米国

韓国
(KEPCO)

オースト
ラリア

インド
(TPDDL)

フィリピン タイ

計測粒度
※有効電力量

の
記録頻度

30分 30分 15分 15分 30分 15分
30分

※5分・15分
切替可能

15分
15～
60分

30分 30分
15～30

分
15～30

分
15分

Aルート相当
主な通信

技術

RF

1:N

PLC

1:N

RF

PLC

RF

1:N

PLC

RF

1:N

PLC
1:N

PLC

RF

1:N

RF

1:N

1:N

RF

PLC

1:N

RF

1:N

RF

RF

1:N

RF

1:N

1:N

RF

通知時間
（Cルート相当）

60分
以内

30分毎
※DCC経由
※日毎/月毎
も選択可能

日毎
※データハブの
更新は1日1回

日毎
※データハブの
更新は1日1回

2回/日 日毎
30分毎
※15分対応
※データハブの
更新は1日1回

15分毎
※データハブの
更新は1日1回

4時間毎
※DSOまで

30分毎
※DSOまで

4時間毎
※DSOまで

4時間毎
※DSOまで

4時間毎
※DSOまで

日毎
※DSOまで

需要家側
データ取得

1分毎
(Bルート)

10秒毎
(コミュニケー
ションハブ)

15分毎 15分毎 ー 15分
（実証中）

ー ー あり
（Zigbee）

ー ー ー ー ー

出所）各種資料・ヒアリング結果より三菱総研作成

5分粒度での計量 ：ノルウェーで将来システムとして先行して機能実装済である他はオーストラリア（西部）で実装が
検討されているのみ（Aルートの場合）

15分頻度での通信：ノルウェー・スウェーデン等、欧州の一部の国で導入開始。韓国でも採用を検討している。
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論点6 技術仕様の選択
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便益等検証結果（総括）※再掲
⚫ 想定便益と費用を比較した結果として、便益が上回ることが想定される機能追加については、仕様案として有望と考える。

⚫ 一方で費用に対し十分な便益が期待できない、もしくは別の課題が考えられる機能追加は、再度検討が必要である。

※データ活用（データフォーマットの統一）・共同検針対応（共同検針に係る規格等の統一）は便益等検証の対象外だが、社会的意義がある取り
組みとして次世代スマートメーターの導入に向け検討していく

意義（便益） 機能追加 想定便益（10年間） 想定費用（10年間） 評価
1台当たりの費用
（月額換算）

停電の早期解消 Last Gasp機能 660億～1,100億円 300億～600億円 〇（別途課題あり）

計画停電回避 遠隔アンペア制御機能 1,350億～1,500億円 300億～500億円 〇

電力損失削減
５分値（有効・電圧

・無効）の取得

10%程度の送信

1,250億～1,720億円

290億～560億円

〇電圧等適正運用

CO2排出削減

電圧等適正運用
※リアルタイム運用

電圧5分値のリアルタイ
ム化(5分～10分頻度）

450億～740億円 △（別途課題あり）

インバランス発生回避

15分値化

約6,000億円 ×320億～660億円

15分市場対応 ー △（別途課題あり）50億～6,000億円

Bルート欠損対応 1分値の60分間保存 40億～50億円 ※追加費用無し 〇

Bルート利便性の向上 Wi-Fiの搭載 970億～1,940億円 △（別途課題あり）800億～2,400億円

特例計量器の活用 特例計量器データ結合 約85億円 〇（別途課題あり）50億～80億円

3.1円/月
～6.3円/月

3.1円/月
～5.2円/月

3.0円/月
～5.8円/月

約62.5円

0.5円/月
～62.5円/月

ー

8.3円/月
～25.0円/月

0.5円/月
～0.8円/月
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便益等検証を踏まえた仕様案

⚫ 検証結果を整理した結果、Aルートの仕様は現行同等の機能を採用した上で、計量値の高頻度/多様化、Last Gasp機
能・遠隔アンペア制御機能を実装することで検討してはいかがか。

⚫ 一方で、将来的な15分同時同量等の制度設計が実施された場合のインパクトを考慮すると、何らかの形で15分化に向けた
準備等を進めておくことも選択肢と考えられる。

⚫ Wi-Fi搭載・特例計量器のデータ結合等についても便益以外にも論点が残されているため、継続して検討することを想定。

Aルートの
粒度・頻度 等

粒度「30分値」を、頻度「30分毎」に収集 Cルートデータ提供は「60分以内」

計量値
※計量桁数増加

「有効電力量30分値」を、「45日間保存」のみ

「有効電力量5分値、電圧5分値、無効電力量5分値」を、「7日間保存」
※5分値データについては、データ分析用途として、メーター総数の10%程度を収集することを想定

「有効電力量1分値」を、「60分間保存」

追加機能
「Last Gasp対応」：計量器へのLast Gasp機能追加と、計量器・コンセントレーターへの電池等追加
「遠隔アンペア制御対応」：単相計量器への遠隔開閉機能追加とMDMSへ集中制御機能追加
「MDMSへの特例計量器データ統合」：特例計量器データをMDMSに取り込み保存

その他
「データ活用」：MDMSから送信するデータフォーマットやAPIの仕様統一
「共同検針の共通規格化」：共同検針の通信規格・サーバー連携方法・運用ルール等を統一

継続協議
「15分値対応の準備」：将来的な15分値導入を想定した次世代仕様への取り込み
「Wi-Fi搭載」：新たなBルート通信技術として、Wi-Fi方式の追加
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15分値対応におけるバリエーション※再掲

⚫ 現状の30分値同時同量に基づく制度設計では、15分値・15分頻度・30分以内にCルート通知する便益は、前述したインバ
ランス発生回避が主なものであり、その他に大きな便益は考えにくい。

⚫ 15分市場導入の不確かさや現状十分な便益が見込めないことを踏まえ、15分値対応を進める場合もどの程度まで進めておく
か議論が必要である。通信や上位システムは導入後の増強も一定程度可能であるが、計量器には計量法の制約があるため、
15分値の計量・保存ができる仕様としておくことが最低限の対応と考える。また、次世代仕様においては、通信や上位システム
についても、柔軟に設定変更ができるシステム設計としておくなどの対応も考えられる。

有効電力量15分値を
45日間保存

計量器

15分値の
計量・保存
のみ対応 50～100億円

MDMSまで
送信

通信部～HES

有効電力量15分値を
45日間保存

MDMS 託送システム

通信品質増強 データ保存

1,000億円～5,000億円

Cルート提供
まで実現

有効電力量15分値を
45日間保存

通信品質増強 データ保存
データ加工

約6,000億円

Cルート提供

※計量法上、最低限の対応

※通信に関しては既存システムの工夫（空き領域の活用等）が考えられるため、実現方法により、想定費用が大きく異なる

※Cルート提供まで実現すれば、インバランス発生回避の便益660億円（10年間）も期待することができる
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効率的な次世代システムへの移行

⚫ 8,000万台のスマートメーターのうち、約6,500万台が無線マルチホップ方式、約1,500万台が1N方式（1N方式のうち870
万台が九州）で構築が予定されており、九州以外の地域では無線マルチホップ方式への依存度が高い。

⚫ 無線マルチホップ方式は経済性や自社ネットワークとしての信頼性がメリットではあるが、マイグレーション時に他方式への切り替
えが難しい点が課題である。第3世代への移行等で新たな通信方式が選択される可能性もあり、切り替えの柔軟性の確保も
必要ではないか。その場合、一部ハイブリッド型の導入を進める等、経済性・柔軟性の双方から工夫が必要である。

⚫ 各方式のメリット/デメリットは設置環境に応じて定量的な評価が必要であるが、将来の拡張性・柔軟性も踏まえた上で、合理
的な通信方式の選択を進めるべきと考える。

ハイブリッド型によるマイグレーションイメージ各通信方式のメリット/デメリット

通信方式 メリット デメリット

無線
マルチホップ

• 設置密度の高い場
所では、最も経済
性が高い

• 自社ネットワークの
ため、エリア展開に
自由度が高く、信
頼性も高い

• 他方式への切り替
えが難しい

• コンセントレーターも
10年単位で更新
が必要

1N

• 柔軟に高速大容
量ネットワークを構
築可能

• 次世代方式への切
り替えにも柔軟性
が高い

• 現状、通信コスト
は他方式と比較し
割高

• 通信キャリアにエリ
アやサービスを依存

ハイブリッド
• 経済性と柔軟性を

両立

• 現状実績に乏しい
• ハイブリッド型メー

ターは割高となる想
定

✓ ハイブリッド型を導入することで、マルチホップのネットワークを維持しつつ1N方式を
織り交ぜたネットワーク構築が可能。

✓ ハイブリッド型を1/6程度導入すると約250億円のコストアップと想定されるが、コ
ンセントレーターが不要となる地点も想定されるため、総合的にはハイブリッド型の
方が安くなる可能性も考えられる。（工事条件次第と考える）

✓ ハイブリッド型を増やすことで、なるべくコストを抑えつつ、第3世代化等での通信シ
ステムのアップグレードに柔軟に対応することが可能となる。

マルチホップ

旧SM

マルチホップ

旧SM

マルチホップ

旧SM

マルチホップ

旧SM

マルチホップ

旧SM

CR

HES

920MHz

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ
新SM

1N
（LTE）

更新

920MH
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第3世代以降での想定ユースケースについて①

⚫ 電力領域でもデジタル化が進むことで、再エネや蓄電池といった分散電源が大量導入された状況下においても、フィジカル（物
理）空間の課題に対して、サイバー空間における分析により最適化を実現していくことが可能となる。また、将来的には、サイ
バー空間と電力市場や制度対応等の領域との連携を進めることで、更なる運用最適化が可能になると考えられる。

⚫ 複雑化・多様化した取引においては、分析に活用するデータのリアルタイム性が重視されるため、取引に使う計量値の高粒度
化・高頻度化が求められる。スマートメーターでの計量値に関しても、30分値・15分値以上のデータ取得を求める可能性が考
えられる。

出所）東芝エネルギーシステムズ ウェブサイトより
https://www.toshiba-energy.com/technology/papers/post_7.htm

<2021年1月22日閲覧>
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第3世代以降での想定ユースケースについて②

⚫ 第3世代スマートメーターが導入される2030年代後半では、カーボンニュートラルの実現に向け、再エネ電源の導入が更に加
速すると考えており、配電系統内での電圧調整や余剰電力量の融通（P2P）取引など、需要家のDERを統合制御し最適
運用することが求められる。

⚫ ドイツでは実証レベルでは配電系統運用において数分単位の計量データを高速PLC技術を利用して収集・活用しており、この
事例のように、DERが集中設置された配電系統内では、より粒度の細かいデータをリアルタイムに近い頻度で収集するニーズが
高まっていく。（ドイツのSmart Meter GatewayはPLCもしくはLTEに対応）

出所）資源エネルギー庁「第1回スマートメーター仕様検討ワーキンググループ」資料3-6
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その他の論点
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仕様統一化に関する論点

⚫ 第3回次世代スマートメーター制度検討会にて、一般送配電事業者から、次世代スマートメーター仕様において、全国で統一的な
規格を検討していくことが発表された。

⚫ 本検討会で追加が議論されている機能や、既存の仕様の違いのメリット/デメリットを踏まえ、統一仕様を検討していくことが望まれ
る。

ユニット型一体型

出所)資源エネルギー庁ウェブサイト
https://www.meti.go.jp/main/60sec/2016/20160401001.html＜2020年12月3日閲覧＞

一体型/ユニット型の比較

＜一般送配電事業者間で仕様が異なる例（「一体型」・「ユニット型」）＞
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Bルート運用ガイドラインに関する論点

⚫ スマートメーターとHEMS等の間での計量値等のやり取りは、HEMS-スマートメーターBルート(低圧電力メーター)運用ガイドライ
ンに記載されている。（最新版はH26年9月の第2版）

⚫ 今回、Bルート用に有効電力量1分値を保存・提供するのであれば、プロパティに追加しなければいけない。その他、Bルートでの
提供要望のあった供給地点特定番号等も、仕様として採用するのであれば、同様にプロパティ追加が必要となる。

⚫ また、共同検針等で複数機器をスマートメーターに接続する場合についても、現ガイドラインでは規定されていない。Bルート運用
ガイドラインの範囲で取り扱うべきかも含めて、議論が必要である。

出所）HEMS-スマートメーターBルート(低圧電力メーター)運用ガイドライン（第2版）
https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/smart_house/pdf/006_s03_00.pdf<2021年1月20日閲覧>
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サイバーセキュリティに関する論点

⚫ スマートメーターシステムは、一般送配電事業者が運用するシステムとして、系統運用や電力供給に関わる重要なシステムであり、
厳密にサイバーセキュリティ対策を実施すべきものと考える。

⚫ 2019年に改訂された日本電気協会「スマートメーターシステムサイバーセキュリティガイドライン」の内容を踏襲することを基本とし、
経産省「サイバー・フィジカル・セキュリティ対策フレームワーク（CPSF）」等の動きや各国のサイバーセキュリティ対策同行を踏まえ
ながら次世代スマートメーターに必要なサイバーセキュリティ対策を検討していくことが必要である。

⚫ 特に、共同検針により、ガス・水道メーターから電力メーターへとアクセスすることや、Wi-Fi利用の可能性などが、新たなサイバーセ
キュリティリスクの検証が必要な要素と考える。

出所）資源エネルギー庁「第4回電力・ガス基本政策小委員会」資料7-1
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（ご参考）電力分野へのサイバー攻撃

⚫ 近年、電力システムを狙うサイバー攻撃の事案は増加傾向にある。従来の情報窃取等を目的とした攻撃だけでなく、フィジカルシ
ステムにダメージを与える攻撃のリスクが増大。

⚫ 国民の安全に責任を持つ政府と、電力の安定供給に責任を持つ事業者が連携し、対策に取り組む必要がある。

電
力
分
野
の
主
要
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
イ
ン
シ
デ
ン
ト

核施設へのサイバー攻撃（イラン、’09）

マルウェアStuxnetが制御系システム内にUSBメモリを
通じて感染し、一部設備が破壊された。マルウェアは制
御系システムに対応した個別機能を有する標的型で
あった。

太陽光発電インバータに複数の脆弱性（独、’17）

独SMA社のPVインバータに関連した14件の脆弱性が
報告された。機器乗っ取りを可能とする脆弱性が含ま
れ、電源大量離脱の可能性が指摘された。SMA社は
一部に反論しつつ、深刻な脆弱性の修正を実施した。

電力ネットワーク設備への妨害攻撃（米、’19）

電力ネットワーク管理システムの脆弱性をついた攻撃によ
り、発電所等に設置されたネットワーク機器が強制再起
動を繰り返し、通信障害が発生した。

送配電システムへの不正アクセス（ウクライナ、’15）

標的型マルウェア「BlackEnergy3」により、電力会社の
オペレーター端末が乗っ取り被害にあい、遠隔地から不
正な操作をうけた。ウクライナ西部にて停電被害が発生。

変電所へ標的型マルウェア攻撃（ウクライナ、’16）

事務系システムから侵入したマルウェアCrashOverride
によって、変電所のブレーカーが不正に遮断、停電が発
生した。マルウェアには電力分野で広く用いられる産業用
制御プロトコルに対応した様々な機能が実装されていた。

エネルギー企業への大規模スパイ活動（米欧、’14）

ハッカーグループ「Dragonfly」によって、米国、欧州の電
力会社、産業機器メーカー等を中心に大規模なフィッシ
ング攻撃キャンペーンが展開された。ソフトウェアの更新プ
ログラムやフィッシング詐欺メール等の手段が用いられた。
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高圧・特別高圧スマートメーターに関する論点①

⚫ 高圧・特別高圧メーターについては、低圧スマートメーターに先駆けて導入されており、既に需要側については設置が完了。

⚫ 発電側メーターについても、需要家が設置したメーターの更新タイミングで順次スマートメーター化されており、旧一電発電設備へ
の導入は2024年度中に完了予定。

⚫ 低圧スマートメーターとは仕様が異なるところも多々見られる。高圧・特別高圧スマートメーターについても、今後のユースケースを
踏まえ、新たに仕様追加/変更の必要がないか議論すべきと考える。

低圧メーター 高圧・特別高圧メーター

施設方法

回路上に計量器を設置 回路上に変圧器、変流器を設置し、その変換後の
電圧・電流を計測する計量器を設置

主な計量項目 有効電力量30分値
有効電力量30分値、無効電力量30分値

最大需要電力（30分平均）

通信方式 無線マルチホップ・1N・PLC
高圧：無線マルチホップ・1N・有線

特別高圧：1N・有線

Bルート通信 920MHz帯無線通信・PLC 有線

システム 低圧向けに構築
一部、低圧メーター導入前のシステムを利用

（自動検針システム等）

出所）資源エネルギー庁「第3回次世代スマートメーター制度検討会」資料2より三菱総研作成
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高圧・特別高圧スマートメーターに関する論点②

⚫ 高圧・特別高圧需要家は低圧需要家と比較し、取引規模が大きく、敷地面積も広いことが多い。

⚫ 取引規模が大きいため、別途設備（パルス測定器等）を導入することも可能であり、スマートメーター以外の計量器を需給調
整・エネマネ等に利用することが多い。

⚫ 敷地面積が広いことからBルートの接続についても、低圧メーターとは違った課題が想定される。

出所）資源エネルギー庁「第1回スマートメーター仕様検討ワーキンググループ」資料2-3
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オプトアウトに関する論点

⚫ 米国の一部の州や英国等では、健康被害やプライバシー問題の懸念からスマートメーターの設置を拒否する権利（オプトアウ
ト）に関するポリシーが策定されている。

⚫ 米国ワシントン州の電力会社Tacoma Public Utilityの顧客17万8千世帯のうち、約0.5%がオプトアウトを希望している。

⚫ 米国では、オプトアウトを認める場合は有償での対応（初期費用・月額費用を請求）となり、あらかじめ費用が定められている。

⚫ 日本においても、スマートメーターの導入に否定的な需要家の権利を尊重するとともに、オプトアウトによる追加検針費用負担の
在り方についても議論していくことが求められる。

出所）National Conference of State Legislatures
https://www.ncsl.org/research/energy/smart-meter-opt-out-policies.aspx
＜2021年1月27日閲覧＞

州別のオプトアウトプログラム適用状況
（灰色以外の州は何等かのオプトアウトプログラムを適用）

オプトアウト時の費用負担例

電力会社 初期費用 月額費用S

Seattle City 
Light

$208.64 $15.87

Puget Sound 
Energy

$90 $15

Avista $75 $10

ComEd $77.47 $21.53

Con Edison $104.74 $9.50

Grand PUD $250.99 $64.34

出所）Tacoma Public Utility「Advanced Metering 
Infrastructure (AMI)Program Policies Discussion:
Opt-Out and Customer Side Repairs」
（https://www.mytpu.org/wp-content/uploads/AMI-
PUB-Policies-Opt-Out-and-Customer-Repairs-
Presentation-20200610-v2.0.pdf）＜2021年1月27日
閲覧＞
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本資料の前提条件

1．位置付け 本資料は、本講演で使用されることを目的として作成されたものであり、その他の目的に使用されることを予定して
おりません。

2．情報の正確性・免責 本資料は、ご提示時点で入手可能な情報および経済、市場、その他の情報に基づいて一定の仮定に基づき作成
しているものです。作成した情報の正確性・完全性及びそれを使用した結果等について弊社は一切の責任を負い
ません。

3．商標使用 本資料に第三者の商標が含まれている場合がありますが、当該商標の使用は本資料の出所を表すものではなく、
ご理解を深めるために本資料限りの記載であります。
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